
市町村財政比較分析表(平成19年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [118,576円]

類似団体内順位

[ 75/127 ]

全国市町村平均

116,898
岩手県市町村平均

124,928

(円)

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

237,932

68,961

116,542 118,576

給与水準の適正度 （国との比較）
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実質公債費比率 [17.1%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [583,650円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし

人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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類似団体平均

宮古市
※類似団体平均を100とした

ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、

当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない

団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与

実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、

当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄

財政力指数：市内に産業が乏しく、財政基盤が弱いことから、類似団体平均を下回っている。平成１７年の市町村合併

による新市発足に伴い策定した、新市建設計画および宮古市総合計画を着実に実施し、活力あるまちづくりを展開し

つつ、人件費の節減合理化、事務事業・組織機構の見直し等による行政の効率化に努めることにより、財政の健全化

を図る。

経常収支比率：類似団体平均を上回っている。生活保護費、障害者自立支援給付費等の増による扶助費の増加（対

前年度比５．６％増）と伴に、経常一般財源である普通交付税、地方譲与税等が減尐したため、経常収支比率が増加

（対前年度比２．０％増）した。今後も人件費等の削減を図ることにより、義務的経費の削減に努め、比率の改善に努

める。

人口1人当たり人件費・物件費等決算額：類似団体平均を若干上回っている。物件費は、施設の指定管理者制度の導

入増等により、対前年度比１．５％の増となっている。物件費抑制のため、臨時職員配置、旅費の抑制に努め、委託料

や賃借料も縮減対象とし、経費の削減に努める。人件費は、対前年度比４．９％減（２５名減）となっている。今後も定

員適正化計画を推進し、職員数の削減を図り、人件費の抑制に努める。

ラスパイレス指数：類似団体平均を下回っている。県内の市の中で下位の水準にあるが、より一層の給与の適正化を図

るため、平成１８年度より給与関連条例を改正し、年功的な給与上昇を抑え、職務や職責に応じた給与構造への転換を

図り、総人件費の抑制に努めている。

人口１人当たり地方債残高：類似団体平均を上回っている。市町村合併に伴う新市建設計画の実施により、防災行政無

線整備などに係る合併特例債の発行（総額１３０億円程度）が予定されているが、今後の財政運営に支障をきたさないよ

う、事業を厳選することにより、起債発行の抑制に努める。

実質公債費比率：類似団体平均を上回っている。単年度における実質公債費比率が１７．９％→１６．３％→１７．４％と推

移していること、また、今後の起債は、合併特例債が中心になることから、今後は１６％台で推移するものと見込まれる。

人口1,000人当たり職員数：類似団体平均を上回っている。ごみ収集業務の民間委託、施設の統合などの事務事業・組

織機構の見直しを行うと伴に、ＮＰＯ法人等との協働を促進していく中で、合併１５年経過後の職員数を５１８人と想定（２

３５人の削減）し、退職職員の４割相当の採用を実施するなど、定員適正化計画を推進し、職員数の削減を図る。


